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PTSD訴訟事例に関して

-精神科医にできることとしなければならないこと-

岩井圭司(兵庫教育大学大学院学校教育研究科臨床・健康教育学系)

本演題では,外傷後ストレス障害(PTSD)の

診断過程そのものではなく,PTSD診断に携わ

る医師が司法場面において「できること」と「し

なけらばならないこと」について論じる.

近年,精神的被害が民事・刑事を問わず司法の

場で取り上げられることが多くなり,精神科医が

法廷に立つ機会も急激に増えつつある. 演者自身

も,被害者が賠償をもとめて起こした民事裁判の

ほか,刑事裁判においても強姦事件の被害者や,

子どもの虐待死事件の加害者が同時にDV被害

者であるという事件において,精神的被害に対す

る医学的評価を行った経験がある. (民事・刑事

を問わず精神的被害の鑑定をひっくるめて,ひそ

かに私は「第3の精神鑑定」5)(表1)と呼んでい

そtl、

そのなかで今日,司法側にも精神科医側にもか

なりの"混乱"が生じている. 判例にも"揺れ"

があるように思われるが,ここでは精神科医側の

混乱をとりあげる.

残念ながら,裁判に積極的に協力しようとする

精神科医は現状ではさほど多くない. そこには,

裁半惰り度や法に対する精神科医の無理解が関係し

ているといわざるを得ない(出廷することへの故

なき恐怖感,鑑定と証言の混同,証言義務や偽証

罪についての誤解,等). その結果,「被害者」は

しばしば,裁判に協力してくれる精神科医をさが

しだすのに多大な労力を費やし,裁判の円滑な進

行が妨げられることにもつながっている.

1. 日験例から:臨床医は裁判を怖れている?

まず,演者自身の経験からお話しさせていただ

く.私はこれまで('94年4月-'05年3月)に

42件の裁判に関与してきた. このうち裁判所の

選任による"正式な''精神鑑定が6件あったが,

それ以外の36件については私は「主治医意見書」

の執筆者,あるいはいわゆる「私的鑑定」の施行

者として裁判に関与した.

さて,さらにこの36件のうち,民事裁判にお

いて原告の精神的被害の評価をめぐってPTSD

診断の有無が争点になったものが24件あった.

そこで,この24件について,受診歴をみてみる

と,裁判で問題にされた当の精神的被害に関連し

衷1公判上の精神鑑定の嘩類

裁判の樺別
鑑定の対象

(どの時点の) (誰 の) (何 を)

1 . 刑事 犯行時の 加害者 (被告人) の 責任能力

2 . 後見 .保佐 の決定 後見 .保佐を受 ける本人の 意志能力 従来の民事精神鑑定

"第三の精神鑑定"3 . 賠償請求 被害者 (たいていは原告) の 精神 的被害
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て精神医療機関を受診したことがあるものが83

%(20件)あった. しかもそのうち80%(16

件)が何らかの形で,~精神科医の裁判への"非協

ガ'を経験していた. 「裁判所に出すのなら診断

書は書かない」とか,もっと露骨に,「あなたが

裁判を起こすなら,あなたを診ることはできな

い」と言われた者もいた.
もちろん,そういった経験をもつ患者(被害

者)に限って私のところに-従前から比較的多

くの裁判に関与してきた私のところに-多く紹

介されてくるという事情はあるかもしれない. ま

た,患者(被害者)の言うことをそのまま鵜呑み

にすることもできない.

しかし,中にはご丁寧にも,「自分は治療者と

してのポリシーから患者が裁判に訴えることはよ

くないことだと思っているが,あなた(岩井)は

そうではないようなので,是非この患者を診てあ

げてほしい」という旨の紹介状を付けてきた前主

治医も実際にいた.
今日精神科臨床医の中には「治療上のポリシ

ー」や多事多忙を理由に,あるいはある種の``裁

判フォビア(? )のために,裁判への関与を忌

避しようとする傾向が少なくとも一部にあること

を否定することもまたできないように思われる.

2. 治療者は裁判に関与してはいけないか?

残念ながら,どうやら精神科医の一部には,治

療者は本質的に患者の援助者であり中立な立場に

立つことができないので,主治医は「患者の起こ

した裁判に関与することなどできない」とか「裁

判に関与してはならない」という誤解があるよう

である.

まず,裁判に関係あろうがなかろうが,医師は

診断書の交付を請求されたら,正当な事由がない

限りは拒否できない(医師法第19条2). このこ

とを忘れてはならない. また,何人も裁判所が求

めたときには,証人としての証言を義務付けられ

ている(伊藤>). 医師の場合には,若干の証言

拒絶権が認められている(刑事訴訟法149条,民

事訴訟法第197条1項各号)が,それは医師の守

表2証人と鑑定人
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証人 鑑定人

代替性 ない ある

忌避 1ご¥ V v> できる

(法214条1項)

報酬 日当 鑑定料

(費用法18条1項) (費用法18条2項)

指定する者 当事者 戦判ul,

(規106条) (法213条)

法的威嚇 偽証罪 虚偽鑑定罪

(刑法169条) (刑法171条)

勾引 され得る されない

(法194条) (法216条)

*表中「法」とは民事訴訟法を,「規」は同施行

規則をさす.

秘義務を確保して患者を保護することを目的とし

たものであり,保護されるべき患者がその利益を

放棄した場合に医師が証言拒絶件を行使すること

は認められない.つまり,裁判所が求め当の患者

が望むならば,医師はその患者に関して診療上知

り得た"秘密"をも法廷で証言しなければならな

いのである.

これは,権利ではなく義務である.

3. 証人,鑑定人,そして鑑定証人

証人の役割と鑑定人のそれとが混同されてはな

らない.

端的に言って証人とは,自己の体験を語るもの

である.それに対し鑑定人とは,専門的経験則に

よる判断を述べるものである.両者のちがいを表

2に掲げておく.

ところで,他の専門職と同様われわれ医師が証

人として法廷に立つ場合には,自己の体験した過

去の事実について述べる際に,医学的知識がなけ

れば知りえなかったであろう事実や,事実につい

ての医学的判断が混入することは避けられない.

そのような証人は「鑑定証人」と呼ばれる.わが

国の法体系では,専門証人は鑑定人ではなく証人

として扱われる(刑事訴訟法174条,民事訴訟法

217条).

このように,証人であっても専門的判断を述べ
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ることはできる.

4. 精神鑑定の公正性

既に述べてきたように,医師は患者や裁判所か

らの要請に応じて診断書を書き,裁判で証言しな

ければならない. 裁判当事者の主治医もその例外

たり得ない. 主治医であっても,裁判で医学的判

断を述べることはできる.

しかし,鑑定-私的鑑定ではなく裁判所の選

任による"正式な"精神鑑定-となると話は別

である.鑑定の中立性の確保のためには,主治医

が鑑定人(鑑定医)を兼ねるのは望ましいことで

はない.治療者としての役割怪と司法的投書m生と

は区別されねばならない.

たとえば,治療者というものは患者の訴えを傾

聴しそのまま受容するべきであるとされる(筆者

は下坂10)と同様の理由で,治療場面においても

そのような立場はとらないが,ひとまずここは措

く)のに対し,鑑定医は被鑑定人の言うことを

"鵜呑み''にしてはならないとされる.

このことは従来,もっぱら「鑑定医は,被鑑定

人の作話や虚言にだまされないよう細心の注意を

払うべきである」という文脈で語られてきた. 筆

者とて,そのことの重要性を否定するものではな

い.しかし,それだけではまさに"片落ち''とい

うものである. そういった被鑑定人の「過剰」な

陳述に注意すると同時に,陳述が「過少」なもの

でないかということにも常に注意しなければなら

ない.具体的には,解離性健忘が問題になる.

筆者が関与した裁判例を挙げる:

雇用者による強姦被害を訴える30代女性,

A子. 刑事不起訴決定後に民事訴訟を起こ

す. 被害当日帰宅後にA子は加害者の名前

を叫びながらシャワーを浴びていたと母親

は証言したが,本人はまったく覚えていな

かった. そのほかA子には,被害の前後の

自己の行動について記憶の斑状の欠落があ

った. 一審では,A子の陳述は全般的に信

頼がおけないとされ,敗訴. 二審では筆者

が,「否認したところで自分には有利になら

ないようなことに関する記憶をA子は欠い
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ており,この記憶の欠落は解離性健忘であ

る可能性が非常に高い」という意見書を提

出. 二審では逆転勝訴となった.

敢えて不遜を省みずに言うならば,法律家には

一般に,「核心においてあいまいな供述は信頼で

きない」という"ドグマ"があるようである. し

かし,それは当事者が心的外傷体験をこうむった

後や解離性障害に雁患しているときにはあてはま

らないことがある. この点について法律家を啓発

していくこともまた,われわれ精神科医に課せら

れた重要な責務であると,私は思う.

5. 鑑定におけるPTSD診断と"事実認定"

伊藤4)によれば,裁判官が事実を認定するため

には経験則の助けを借りなければならないが,経

験則には一般に通常人が知っており当然裁判官に

も備わっていることが期待されるものと,そうで

ないもの(高度に専門的な経験則)とがある. 後

者に関して,経験則の内容が当事者間の争いの対

象となった場合に,裁判官は鑑定によって知識を

補充する.

さらに伊藤4)によるならば,鑑定において

精神鑑定に限らず鑑定では一般に-,裁判官か

らの「鑑定事項」に答える際に鑑定人に求められ

るのは,一般的通用性をもつ経験則の(当該事例

への)適用である.
「事実」を認定するのは鑑定

人たる医師の任務ではない.

日常精神科臨床においては,精神科医はまず,

PTSDを生じせしめるようなDSM-IVの

PTSD診断基準1)のA項目を満たす)心的外傷

体験が存在したことを確認し,次いでそれを原因

として生じたと考えられるPTSD症状が出揃っ

た(同診断基準のB～F項目を満たす)ときに

PTSDという診断を下す.
ところが,公判上の

精神鑑定においては,その心的外傷体験となった

出来事がほんとうに存在したかどうかということ

が裁判で争われていることが多い.

被鑑定人にPTSDへの擢息が疑われる場合に,

PTSDの臨床症状(DSM-IVの診断基準1))のB

～F項目)が出揃っていることを根拠にして,い
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③PTSD診断の成立

図1裁判におけるPTSD診断の成立

わば逆行性にその原因となった心的外傷体験(同

じくA項目)が存在したことの証明とすること

を「症候による証拠syndromeevidence」という.

精神科医は,症候による証拠を主張するべきでは

ないというのが定説になっている7,8)

それでは,事実が未確定ならば,PTSD診断

の当否について鑑定医は何も語ることはできない

のだろうか? もちろん,そうではない.

先に述べたように,鑑定の対象は具体的事実で

はなく,一般的通用性をもつ経験則である. 経験

則ないし科学的法則というものは通常,論理学で

いう仮言判断hypotheticaljudgmentの形式で語

られる.よって,鑑定結果が仮言判断の形で語ら

れることがあってもよい. たとえば,「被害者原

告が主張するような心的外傷体験があったとする

ならば,実際の臨床症状に鑑みて,原告は

PTSDを発症したといえる」と言うことが,鑑

定医には許される.それは,一般的通用性をもつ

経験則であるところの診断基準を個別事例に適用

して,その事例においてPTSD診断が成立する

ための条件を明示したということなのである.

ここまでが鑑定人の仕事である. しかるのちに,

裁判官がその心的外傷体験を事実として認定した

ならば,PTSD診断が成立することになる(図

1)6).

筆者のこのような鑑定姿勢に対して,「仮定に
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基づいて鑑足してはならない」という批判がある

かもしれない.しかし,それは当たらない.ここ

で言っているのは,被鑑定人においてPTSD診

断が成立するための条件を明示するということな

のであって,勝手な仮定に基づく臆兄を以って鑑

定結果としてよいということでは決してない.

6. PTSD診断をめぐる"逆風"

ここで話は冒頭に戻る.精神科医の裁判関与が

ますます必要とされているにもかかわらず,裁判

関与を嫌う精神科医がいまだに少なくないのは,

今日ある種の"逆風"が作用しているためである

ように思われる.PTSD診断をくだす医師に対

する風当たりが妙に強く感じられることが,稀な

らずある.

私が直接,間接に関与した事例の中にも,DV

被害者に対するPTSD診断が加害者によって誤

診呼ばわりされ,それがそのままその精神科医に

対するバッシング報道となった事例があった.ま

た,それほど重症でない症例に対するPTSD診

断が,過剰診断ないし誤診呼ばわりされることも

裁判においてままあることである.いまさら言う

までもなく,診断名そのものが機能障害のレベル

を暗示するものではない2,9)のだが.

行政機関,殊に自治体機関の"裁判嫌い"は,

医師のそれを上回るかもしれない.PTSDがら
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みではないが,A市立病院では,院外薬局の調

剤ミスによって生じた患者の被害について主治医

が証言するのを,病院の幹部(事務方)が妨害し

たという事件があった. B県では県立女性センタ

ー(男女共同参画センター)の所長(当時)が職

権で部下のカウンセラー(医師ではないが)の裁

判証言をやめさせた事件があった. もちろんこれ

らは,わが国の法に照らして不法な行為である.

こういったさまざまな"逆風"の結果,精神科

医は時代の要請に逆行して,裁半田こ対してますま

す"腰の引けた"状態に陥りつつあるような気が

してならない. 私の杷憂であればいいのだが.

7. おわりに

しかし,逆風ばかりではない. 順風も吹き始め

ている.

最高裁は最近になって,「鑑定人に配慮した鑑

定手続き」をスロ-ガンとして掲げ,「鑑定人の

負担が大きい」「鑑定人尋問で不適切な尋問を受

ける」などといわれる現状の改革を進めている8).

私は本演題で,精神科医が裁半巾こ関わる際の困

難について,やや強調しすぎたかもしれない. 実

際には,ここで書いたような幾多の困難はあるに

せよ,裁判に関与することでわれわれ精神科医が

日常の実生活上-職務上あるいは私生活上

の不利益をこうむることはまず絶対にない. 裁判

は怖くない.

だから,精神科医には今後はどしどし裁判に関

精神経誌(2006)108巻5号

与していただきたい.
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